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Ⅰ はじめに

現在、日本の企業総数は、１，５０５，２１９社（総務省統計：２００６年）あり、その内、上場企

業数は、３，７２７社（０．２％）、未上場企業数は、１，５０１，４９２社（９９．８％）となる。このように

現代日本企業において、未上場企業は大きなウェイトを占める。しかし、これまでの経営

理念研究では、日本を代表する企業もしくは企業家、上場企業を対象にした研究が多く２、

未上場企業（中小企業を含む）を対象にした研究は少ない３。その中で、中小企業を対象

にした理念研究としては、澤野（１９８４）、芝（１９８６，１９８７）、芝・水谷内（１９８８）、森川

（１９９３）、戸前（２０００）、井上（２００１）、北出（２００１）、瀬戸（２００８）などがあるが、いずれ

も特定の県下、特定の業種の中小企業もしくはベンチャー企業など限定的な研究に留まっ

ている。

山城（１９７２）は、「経営理念の普遍性」の観点から、「経営体の規模によって理念に違い

があるかどうか、たとえば中小企業理念は大企業のそれと異質であるのか共通であるの

か、共通なものをもちつつ、しかも特色を発揮するものか、これらも検討すべき課題」で

１ 本稿の作成に際して、博士課程後期課程指導教授である宮本又郎先生より懇切なる御指導を賜りまし
た。ここに記して感謝申し上げます。また、本稿は、拙稿（２０１０）「現代日本企業の経営理念～『経営理
念の上場企業実態調査』を踏まえて～」『産研論集』（関西学院大学産業研究所）の続編としての位置づ
けである。

２ たとえば、松下幸之助、松下電器産業に関する研究がその代表として挙げられる。また、上場企業に
関する理念研究では、北居・出口（１９９７）、北居・松田（２００４）、社会経済生産性本部（１９９８，２００４）な
どがある。

３ 本稿における中小企業の定義は、中小企業基本法第２条第１項の規定に規定されている「中小企業者」
に依拠する。同法による中小企業とは、「製造業・建設業・運輸業・その他の業種は資本金３億円以下ま
たは常時雇用する従業員数３００人以下」、「卸売業は資本金１億円以下または常時雇用する従業員数１００人
以下」、「小売業は資本金５０００万円以下または常時雇用する従業員数５０人以下」である。本稿では、「常時
雇用する従業員」を基準に中小企業に分類する。また、それ以外の企業は便宜上、「大企業」と呼称する
こととする。本調査での中小企業は４７社、大企業は９５社であった。

経営戦略研究 vol. ４ 5



あると指摘した。これまでの未上場企業（中小企業を含む）を対象にした研究の少なさか

ら考えると、こうした「経営理念の普遍性」の課題は、未だ明らかにされていないと思わ

れる。また、未上場企業の場合、上場企業に比べ企業規模が小さく、株式を公開していな

いことも踏まえると、ステークホルダーに対する意識は上場企業に比べ希薄なのではない

かと推察される。こうした特色から、未上場企業の経営理念は、上場企業と共通する部分

はあるものの、異質な点もあるのではないかと考えられる。加えて、未上場企業における

企業規模（大企業・中小企業）や業種（製造業・非製造業）の違いにおいても、共通性と

差異がみらえるのではないかと思われる。本稿における問題意識はこの点にある。このこ

とを踏まえ、本稿では「経営理念の普遍性」の観点から、上場企業と同様に、未上場企業

の経営理念の実態を明らかにしていく４。

本稿の構成は次の通りである。次節では、中小企業を対象にした先行研究を概観し、ま

た、本研究の目的を明らかにする。第３節では調査概要と分析の方法を整理し、第４節で

は、経営理念の内容項目５、機能、浸透手段の観点から分析を行い、第５節では考察を加

え、今後の課題を述べる。

Ⅱ 先行研究のレビューおよび本研究の目的

１．中小企業の経営理念

先行研究では、未上場企業を主に対象にした研究はなく、中小企業を対象にした研究が

見受けられる。そこで、本節では、中小企業を対象にした先行研究をもとに、どのような

経営理念の内容項目が重視されているのか、理念浸透活動はいかに行われているのか、に

ついて概観していこう。

まず経営理念の内容項目からみてみよう。中小企業５１５６社を対象にした１９９４年の調査

（宮田，２００３）によれば、理念の上位１０項目は、「顧客第一主義」（２７．６％）、「社会への貢

４ 本稿における「経営理念」の定義は、「『公表性』『客観性』『論理性』『独自性』『社会的共感性』の要
素を含み、企業経営の指導原理として意思決定や判断の規範となる価値観」とする。

５ 本稿で使用する「経営理念の内容項目」「理念」という用語は、単体の言葉による理念を意味する。つ
まり、「和」、「誠実」といった一語を「経営理念の内容項目」もしくは「理念」とし、「和と誠実」といっ
た統合されたものは「経営理念」として用語を区別する。
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献」（１４．８％）、「高品質・高生産性」（４．２％）、「誠実・誠意・努力」（４．０％）、「信頼・信

用される企業」（３．３％）、「技術力の向上」（３．１％）、「社員の幸福」（２．４％）、「企業の存

続」（１．６％）、「感謝の心」（１．３％）、そして、「創意工夫」（１．２％）であった。「顧客第一

主義」と「社会への貢献」の割合の合計は約４割を占めている。続いて、井上（２００１）の

ベンチャー企業に対する調査では、「挑戦」（５３．６％）、「先駆者精神・イノベーション」

（５１％）の割合が高く、同時に、「社会との共生」も高い頻度であった。その一方で、ステー

クホルダーに関する理念は低い値であった。また、富山県下の中堅・中小企業を対象にし

た澤野（１９８４）の調査６によると、「社会性」（社会公共の福祉への貢献、文化国家の建設

など）（３２．６％）、「性格」（明朗性、誠実性、責任感など）（３５．２％）、「行動規律の遵守」

（安全第一、規律厳守、迅速丁寧など）（３８．９％）、「組織の運営に関して重視される技術」

（３９．４％）、そして、「組織の運営に関して重視される人間関係」（３１．６％）が高い値を示し

た。そして、澤野は、表現だけで捉えるならば、相変わらず「和」が多いと指摘している。

さらに、芝（１９８７）、芝・水谷内（１９８８）の愛知県および北陸三県（福井県、石川県、富

山県）の運送業を対象にした調査では、計数的な集計は行われていないが、「和合・誠意・

愛情」「運命共同体」「創意工夫」「和」「至誠一貫」といった従業員の行動の原点となる表

現が多く、また、「社会（地域）への責任・貢献」といった企業の社会性を強調した表現

も見られた。加えて、「安全」という理念が、愛知県で全体の１６．９％、北陸三県で２０．８％

の比率でみられ、同業種の特色を示すものであるとしている。

質問項目が一様でないため、一概に比較して言うことはできないが、各調査に共通する

理念として、「社会」を意識した内容および「和」や「誠実」といった従業員の行動を規

定するものが多く見られる。芝（１９８７）、芝・水谷内（１９８８）が指摘しているように、大

企業における経営理念の内容項目と中小企業のそれは類似しているといえるであろう７。

また、井上（２００１）のベンチャー企業に対する調査、芝（１９８７）、芝・水谷内（１９８８）の

運送業に対する調査の結果にみられるように、企業特性もしくは業種によって経営理念の

内容項目に特色があることが伺える。

次に、経営理念を浸透させるためにどのような方法が採用されているだろうか。芝・水

谷内（１９８８）の調査では、「朝礼・夕礼の席上」（愛知：１４％、北陸三県：１９％）、「各種会

６ 澤野（１９８４）の調査は、昭和３６年に「日本の経営研究会」で実施された社是・社訓の調査項目との比
較を行っている。したがって、質問項目および集計結果は、昭和３６年の調査の内容を踏襲している。

７ 芝（１９８７）、芝・水谷内（１９８８）は、昭和５７年に住友生命が全国３６００社を対象に実施した調査結果など
との比較をもとに、彼らが行った調査結果との類似性を言及している。
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議の席上」（愛知：２０％、北陸三県：１５％）、「社内への掲示」（愛知：１４％、北陸三県：

１９％）、「社員との対話の中」（愛知：１８％、北陸三県：１７％）、そして、「社員教育・訓練

の場」（愛知：１５％、北陸三県：１２％）であった８。また、北出（２００１）の調査では、「トッ

プの日常の行動」（６０．２％）が最も高い数値を示し、「朝礼や会議の時に唱和」（３１．８％）、

「職場に掲示」（３１．８％）が続いた９。芝・水谷内は、理念浸透において妙薬はないと指摘

しながらも、経営者の率先垂範、コミュニケーション活動が重要であると指摘した。

２．本研究の目的

前節でみた先行研究は、経営理念の内容項目および浸透活動の実態を明らかにした調査

であった。しかし、理念を掲げただけでは意味をなさず、また、ただ浸透活動をすればよ

いというものでもない。経営理念が企業経営において意味をなすためには、浸透活動によ

り経営理念の有する機能が適切に働くことにある。そのためには、経営理念の有する機能

と浸透活動との関係を明らかにする必要がある。先行研究では、こうした視点が欠けてい

たといえるであろう。

本稿では、こうした先行研究の限界を認識しながら、筆者が行ったアンケート調査を素

材にして、未上場企業の経営理念の実態を明らかにする。具体的には、経営理念の内容項

目にとどまらず、どの程度、その機能（社会適応機能、企業内統合機能、経営実践機能）

が働いているのか、浸透活動はどのように、どの程度行われているのか、そして、経営理

念の機能と浸透活動との関係はどうなのか、という点を明らかにしていく。次いで、中小

企業・大企業別、製造業・非製造業別の比較分析を行う。

８ これら以外の浸透方法は、「社内報」（愛知：４％、北陸三県：４％）、「QCサークル等を通じて」（愛知：
６％、北陸三県：２％）、「社内レクリエーションの場」（愛知：１％、北陸三県：２％）、「入社式・記念
行事の場」（愛知：７％、北陸三県：６％）であり、積極的に行われているとはいえない結果であった。

９ これら以外の浸透方法は、「社員研修で徹底」（１８．２％）、「年度計画の策定」（１５．９％）、「マニュアルの
策定」（４．５％）、「内部監査・人事考課の基準に使用」（５．７％）、「外部に宣伝」（１０．２％）、「カードにする
等して社員に持たせる」（６．８％）であった。
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Ⅲ 調査概要と分析の方法

１．調査概要

未上場企業の経営理念の実態を把握するためのアンケート調査は、２００９年７月から８月

にかけて実施した。その調査対象は日本全国１６業種の未上場企業１０２０社１０で、アンケート

質問票の送付および回答、ともに郵送で行った。郵送し回答の記入は、代表取締役社長を

希望し、それが困難である場合には、経営理念の作成および浸透活動に関りある人による

回答を依頼した。回答社数は１４２社（回収率：１３．９％）であった１１。

質問項目は、１）一般属性（業種、会社の設立時期、資本金、株式の上場有無、従業員

数）、２）経営成績（過去１０年間で経常赤字を出した回数）、３）経営理念の策定時期およ

び明文化の有無、４）経営理念策定にあたってイニシアティブをとった人、５）経営理念

の内容項目（重視している理念項目）、６）経営理念の機能（理念の機能がどの程度働い

ているか）、７）経営理念の浸透活動（その実施状況）、８）自由記述、である（会社の設

立時期、資本金、株式の上場有無、経営成績、経営理念の明文化の有無、理念策定にあたっ

てイニシアティブをとった人の調査項目は本分析の対象外である）。回答方法は、選択式

（一般属性、経営成績、明文化の有無、イニシアティブに関する質問項目）、リカートスケー

ル式（５件法）（経営理念の内容項目、機能、浸透活動に関する質問項目）１２、そして、記

１０ 調査対象企業の選定は、東洋経済新報社『会社四季報 未上場会社版２００９年上期』に掲載されている
企業を１６業種から無作為に抽出した。業種は、食料品、繊維、化学、非鉄金属、金属製品、機械、電機
機器、医薬品、精密機械、パルプ・紙、ゴム製品、ガラス・土石、輸送用機器、卸売業、小売業、陸運・
海運・空運の１６業種である。

１１ 回答者の属性は、代表取締役社長�、取締役�、CSR部・経営企画部・人事総務部・広報部などのス
タッフ�であった（括弧は回答者数を表す）。また、回答社の属性を見ると、業種では、食料品�、繊維
�、化学�、非鉄金属�、金属製品	、機械
、電機機器�、医薬品�、精密機械	、パルプ・紙�、
ゴム製品
、ガラス・土石�、輸送用機器�、卸売業�、小売業�、陸運・海運・空運�であった。設
立時期では、１９００年以前�、１９００年から１９３０年代�、１９４０年から１９４５年�、１９４６年から１９４９年�、１９５０
年代�、１９６０年代�、１９７０年代	、１９８０年代�、１９９０年代�、２０００年代�であった。資本金では、１億
円未満�、１億円以上３億円未満�、３億円以上５億円未満�、５億円以上１０億円未満�、１０億円以上
１００億円未満�、１００億円以上１０００億円未満
であった。従業員数では、１００人未満�、１００人以上３００人未
満�、３００人以上５００人未満�、５００人以上１０００人未満�、１０００人以上５０００人未満
、５０００人以上
であっ
た。回答社属性の括弧内の数字は回答社数を表す。

１２ 経営理念の内容項目に関する質問項目のリカートスケールは、「１：全く重視していない」、「２：ほと
んど重視していない」、「３：どちらとも言えない」、「４：重視している」、「５：とても重視している」
とし、経営理念の機能に関する質問項目のそれは、「１：全くそう思わない」、「２：そう思わない」、
「３：どちらとも言えない」、「４：そう思う」、「５：強くそう思う」とした。そして、浸透活動に関する
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述式（策定時期、自由記述）とした。

経営理念の内容項目に関しては、社会経済生産性本部が１９９８年および２００４年に実施した

社是・社訓の調査を参考に１０項目を設定した（「社会との共生」「経済的利益の追求」「地

球環境への配慮」「国家への奉仕」「顧客満足の向上」「株主満足の向上」「地域社会への貢

献」「従業員の尊重」「従業員の団結の和」「グローバル（国際化）」）。経営理念の機能につ

いては、「社会適応機能」「経営実践機能」「企業内統合機能」のそれぞれについて質問項

目を設定した（表１）。経営理念の浸透手段については、E. Schein（１９８５，１９９９）、北居・

出口（１９９７）、梅澤（１９９４）、北居・松田（２００４）などを参考に質問項目を設定した（表２）。

そして、各浸透手段は、E. Scheinの理念浸透メカニズムの分類（一次浸透メカニズム、

二次浸透メカニズム）を参考に区分した。本稿における一次浸透メカニズムは、経営理念

の浸透に経営者や管理職、従業員が直接関与するものとし、二次浸透メカニズムは、経営

理念の明文化、イベント・発表会、制度への反映、年頭挨拶、逸話など形式的・物質的な

ものとする。

２．分析の方法

本稿では、１）経営理念の内容項目（重視している理念）、２）経営理念の機能（社会

適応機能、経営実践機能、企業内統合機能：表１の機能がどの程度働いているか）、３）経

営理念の浸透手段（表２の浸透手段が、どの程度行われているか）の観点から、それぞれ

の実態を明らかにする。そして、それらに加え、経営理念の機能と浸透手段との関係につ

いても分析を行う。次いで、大企業・中小企業別、製造業・非製造業別に比較分析してい

く。

分析方法としては、平均値による分析を行う。検証の基準として、平均値４．０以上のも

のを「重視している理念」「よく働いている経営理念の機能」、そして、「よく実施されて

いる浸透手段」と判断する。平均値による分析を行う理由は、質問項目の得点化による順

位付けや比率による分析を行っている先行研究との比較を図るためである。

また、経営理念の機能と浸透手段との関係では、重回帰分析による分析を行う。これら

の分析にあたり、浸透手段の変数は、５件法により点数化したものとした。経営理念の機

能は「社会適応機能変数」「経営実践機能変数」「企業内統合機能変数」とし企業別に得点

質問項目のそれは、「１：全く当てはまらない」、「２：ほとんど当てはまらない」、「３：どちらとも言え
ない」、「４：当てはまる」、「５：全くその通りである」とした。
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表
１
経
営
理
念
の
機
能

項
目

略
称

分
類

経
営
理
念
が
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
社
会
に
お
け
る
自
社
の
存
在
意
義
が
明
確
に
な
っ
て
い
る

存
在
意
義
の
明
確
化

社 会 適 応 機 能

経
営
理
念
が
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
企
業
経
営
の
方
向
性
が
明
確
に
な
っ
て
い
る

方
向
性
の
明
確
化

経
営
理
念
が
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
「
企
業
の
社
会
的
責
任
」
意
識
が
向
上
す
る

社
会
的
責
任
意
識
の
向
上

経
営
理
念
が
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
対
す
る
経
営
意
識
が
高
ま
る

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
意
識
の
向
上

経
営
理
念
は
日
常
の
経
営
管
理
（
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）
を
す
る
上
で
の
拠
り
所
と
な
っ
て
い
る

経
営
管
理
の
拠
り
所

経 営 実 践 機 能

経
営
理
念
は
経
営
戦
略
や
経
営
方
針
の
拠
り
所
と
な
っ
て
い
る

経
営
戦
略
・
方
針
の
拠
り
所

重
要
な
ビ
ジ
ネ
ス
上
の
意
思
決
定
は
経
営
理
念
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
て
い
る

意
思
決
定
の
基
準

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
は
経
営
理
念
と
大
い
に
関
係
し
て
い
る

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
と
の
関
係

人
事
制
度
や
評
価
制
度
は
経
営
理
念
の
内
容
に
準
拠
し
て
い
る

人
事
・
評
価
制
度
へ
の
準
拠

経
営
理
念
は
建
て
前
で
あ
っ
て
実
際
の
経
営
活
動
に
は
活
か
さ
れ
て
い
な
い

建
て
前

経
営
理
念
を
社
内
に
浸
透
さ
せ
る
こ
と
は
企
業
文
化
・
社
風
の
良
質
化
に
つ
な
が
る

企
業
文
化
の
良
質
化

企 業 内 統 合 機 能

経
営
理
念
は
社
員
の
行
動
や
考
え
方
の
規
範
と
な
っ
て
い
る

従
業
員
の
行
動
規
範

経
営
理
念
は
社
員
の
統
率
、
一
体
感
の
醸
成
に
つ
な
が
っ
て
い
る

従
業
員
の
統
率
・
一
体
感
の
醸
成

経
営
理
念
は
社
員
の
モ
ラ
ー
ル
（
士
気
）
の
向
上
に
寄
与
し
て
い
る

従
業
員
の
モ
ラ
ー
ル
の
向
上
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表
２
経
営
理
念
の
浸
透
手
段

項
目

略
称

分
類

経
営
者
は
経
営
理
念
に
基
づ
い
た
企
業
文
化
、
社
風
づ
く
り
を
積
極
的
に
行
っ
て
い
る

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

一
次
浸
透

幹
部
リ
ー
ダ
ー
の
採
用
、
選
抜
、
昇
進
の
決
定
は
経
営
理
念
の
理
解
度
を
前
提
に
し
て
い
る

幹
部
リ
ー
ダ
ー
の
決
定

管
理
職
・
一
般
職
を
対
象
に
し
た
経
営
理
念
教
育
を
繰
り
返
し
実
施
し
て
い
る

管
理
職
・
一
般
職
へ
の
理
念
教
育

新
入
社
員
教
育
時
に
経
営
理
念
の
教
育
を
実
施
し
て
い
る

新
入
社
員
教
育

経
営
者
自
ら
が
現
場
の
社
員
に
指
導
・
ア
ド
バ
イ
ス
す
る
こ
と
が
多
い

経
営
者
の
直
接
指
導

部
門
・
職
場
ご
と
で
経
営
理
念
に
基
づ
い
た
規
範
づ
く
り
が
行
わ
れ
て
い
る

部
門
・
職
場
で
の
規
範
づ
く
り

O
JT
な
ど
日
常
業
務
の
中
で
経
営
理
念
を
教
育
し
て
い
る

日
常
教
育
の
実
施

毎
日
、
朝
礼
で
唱
和
活
動
を
実
施
し
て
い
る

唱
和
活
動
の
実
施

経
営
理
念
を
わ
か
り
や
す
く
明
文
化
し
て
い
る

わ
か
り
や
す
く
明
文
化

二
次
浸
透

経
営
理
念
の
共
有
化
を
推
進
す
る
イ
ベ
ン
ト
、
発
表
会
、
表
彰
等
の
機
会
を
設
け
て
い
る

イ
ベ
ン
ト
・
発
表
会

社
内
報
等
に
よ
る
経
営
理
念
の
啓
蒙
活
動
を
行
っ
て
い
る

社
内
報
に
よ
る
啓
蒙
活
動

経
営
理
念
を
ま
と
め
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
や
カ
ー
ド
を
社
員
に
配
布
し
て
い
る

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・
カ
ー
ド
の
配
布

組
織
体
制
や
社
内
制
度
は
経
営
理
念
の
実
現
を
前
提
に
構
築
さ
れ
て
い
る

組
織
体
制
・
社
内
制
度
の
前
提

年
頭
挨
拶
や
経
営
方
針
発
表
会
な
ど
で
、
経
営
者
は
経
営
理
念
に
ま
つ
わ
る
話
を
よ
く
し
て
い
る

年
頭
挨
拶
等
に
よ
る
理
念
の
紹
介

経
営
理
念
を
体
現
し
た
人
、
も
し
く
は
出
来
事
な
ど
の
エ
ピ
ソ
ー
ド
や
逸
話
が
社
内
に
た
く
さ
ん
あ
り
、
よ
く
語
ら
れ
て
い
る

エ
ピ
ソ
ー
ド
や
逸
話
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を算出した。「社会適応機能変数」「企業内統合機能変数」「経営実践機能変数」は、以下

の通り、表１の各機能の合成変数である。

・「社会適応機能変数」

＝「存在意義の明確化」の点数＋「方向性の明確化」の点数＋「社会的責任意識の向

上」の点数＋「ステークホルダー意識の向上」の点数

・「経営実践機能変数」

＝「経営管理の拠り所」の点数＋「経営戦略・方針の拠り所」の点数＋「コンプライ

アンスとの関係」の点数＋「人事・評価制度への準拠」の点数＋「建て前」の点数

・「企業内統合機能変数」

＝「企業文化の良質化」の点数＋「従業員の行動規範」の点数＋「従業員の統率・一

体感の醸成」の点数＋「従業員のモラールの向上」の点数

Ⅳ 分析

１．経営理念の内容項目の平均値１３

重視している経営理念の内容項目では、①未上場企業全体、②大企業と中小企業、③製

造業と非製造業について、平均値による分析を行っていく。

①未上場企業全体

重視している経営理念の内容項目は表３の通りであった。平均値４．０以上のものは、「顧

客満足の向上」（４．６９）、「社会との共生」（４．４２）、「従業員の尊重」（４．２７）、「地域社会へ

の貢献」（４．１１）、「従業員の団結・和」（４．１１）であった。先行研究と同様、本調査におい

ても、重視されているのは「社会との共生」や従業員に関係する内容（「従業員の尊重」「従

業員の団結・和」）であった。一方で、「株主満足の向上」（３．１７）、「国家への奉仕」（３．０３）

は平均値４．０以下であった。未上場企業においては、株式を公開していないことから、株

主満足を重視しないことはある程度予想されたものである。また、ナショナリスティック

１３ クロンバックの α は、０．７２８であった。このことから尺度については信頼性に足るものであると判断
する。
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表
３
経
営
理
念
の
内
容
項
目

平
均
値

全
体

大
企
業

中
小
企
業

製
造
業

非
製
造
業

食
料
品

化
学

機
械

電
機
機
器

卸
売
業

陸
運
他

N
（
１４
２
）

（
９５
）

（
４７
）

（
９４
）

（
４８
）

（
１３
）

（
１０
）

（
１８
）

（
１４
）

（
２７
）

（
１０
）

顧
客
満
足
の
向
上

４
．６
９

４
．７
６

４
．５
４

４
．７
７

４
．５
３

４
．８
５

４
．６
０

４
．８
３

４
．７
１

４
．５
９

４
．２
２

（
０
．５
４９
）

（
０
．４
７７
）

（
０
．６
５７
）

（
０
．４
５０
）

（
０
．６
８７
）

（
０
．３
７６
）

（
０
．６
９９
）

（
０
．３
８３
）

（
０
．４
６９
）

（
０
．６
９４
）

（
０
．６
６７
）

社
会
と
の
共
生

４
．４
２

４
．４
９

４
．２
６

４
．４
６

４
．３
４

４
．６
９

４
．４
０

４
．２
８

４
．５
０

４
．３
３

４
．４
４

（
０
．６
５６
）

（
０
．６
５０
）

（
０
．６
４８
）

（
０
．５
９９
）

（
０
．７
６０
）

（
０
．４
８０
）

（
０
．５
１６
）

（
０
．６
６９
）

（
０
．６
５０
）

（
０
．８
３２
）

（
０
．７
２６
）

従
業
員
の
尊
重

４
．２
７

４
．３
５

４
．１
３

４
．３
１

４
．２
１

４
．５
４

４
．３
０

４
．１
１

４
．４
３

４
．１
９

４
．３
０

（
０
．７
６４
）

（
０
．７
９６
）

（
０
．６
７９
）

（
０
．６
８８
）

（
０
．８
９８
）

（
０
．６
６０
）

（
０
．６
７５
）

（
０
．９
６３
）

（
０
．６
４６
）

（
０
．７
８６
）

（
０
．８
２３
）

地
域
社
会
へ
の
貢
献

４
．１
１

４
．２
７

３
．７
８

４
．０
３

４
．２
７

４
．３
１

４
．１
０

３
．６
１

４
．２
１

４
．１
１

４
．６
０

（
０
．８
６３
）

（
０
．８
３１
）

（
０
．８
４１
）

（
０
．８
６５
）

（
０
．８
４４
）

（
０
．９
４７
）

（
０
．５
６８
）

（
０
．９
７９
）

（
０
．９
７５
）

（
０
．８
４７
）

（
０
．５
１６
）

従
業
員
の
団
結
・
和

４
．１
１

４
．１
９

３
．９
３

４
．１
６

４
．０
０

４
．０
８

４
．２
０

３
．８
９

４
．２
９

４
．０
７

４
．０
０

（
０
．８
９５
）

（
０
．９
０３
）

（
０
．８
６３
）

（
０
．８
２５
）

（
１
．０
２２
）

（
０
．８
６２
）

（
０
．６
３２
）

（
１
．０
２３
）

（
０
．９
１４
）

（
０
．９
９７
）

（
１
．０
００
）

経
済
的
利
益
の
追
求

３
．７
２

３
．５
７

４
．０
２

３
．７
１

３
．７
２

３
．３
８

３
．７
８

３
．９
４

３
．６
９

３
．９
２

３
．５
６

（
０
．９
１５
）

（
０
．９
６０
）

（
０
．７
３１
）

（
０
．９
１０
）

（
０
．９
３５
）

（
０
．９
６１
）

（
０
．６
６７
）

（
０
．８
７３
）

（
１
．０
３２
）

（
０
．８
４５
）

（
１
．０
１４
）

地
球
環
境
へ
の
配
慮

３
．６
５

３
．６
５

３
．６
５

３
．７
８

３
．４
０

３
．４
６

３
．９
０

３
．５
６

３
．９
３

３
．３
７

３
．４
０

（
１
．８
０２
）

（
１
．１
３７
）

（
０
．９
７１
）

（
０
．９
８７
）

（
１
．２
１６
）

（
０
．７
７６
）

（
０
．９
４４
）

（
１
．１
４９
）

（
０
．９
９７
）

（
１
．２
１４
）

（
１
．１
７４
）

グ
ロ
ー
バ
ル

３
．３
８

３
．３
２

３
．５
１

３
．６
０

２
．９
６

２
．５
４

４
．３
３

３
．６
７

３
．５
７

３
．１
１

２
．５
６

（
１
．１
８８
）

（
１
．２
４６
）

（
１
．０
５８
）

（
１
．１
８７
）

（
１
．０
８３
）

（
０
．７
７６
）

（
０
．８
６６
）

（
１
．２
８３
）

（
１
．３
９９
）

（
１
．１
２１
）

（
１
．０
１４
）

株
主
満
足
の
向
上

３
．１
７

３
．１
５

３
．２
２

３
．１
５

３
．２
１

３
．０
０

３
．５
６

２
．４
４

３
．５
０

３
．３
０

２
．８
９

（
１
．１
４８
）

（
１
．２
００
）

（
１
．０
４２
）

（
１
．１
６７
）

（
１
．１
２２
）

（
１
．１
５５
）

（
０
．８
８２
）

（
１
．０
４２
）

（
１
．３
４５
）

（
１
．２
０３
）

（
０
．７
８２
）

国
家
へ
の
奉
仕

３
．０
３

２
．９
８

３
．１
３

３
．０
３

３
．０
２

２
．９
２

３
．４
４

２
．７
２

３
．０
０

３
．１
１

２
．８
９

（
１
．１
０３
）

（
１
．１
４５
）

（
１
．０
１４
）

（
１
．０
６３
）

（
１
．１
８９
）

（
０
．８
６２
）

（
０
．７
２６
）

（
１
．３
２０
）

（
１
．１
０９
）

（
１
．３
１１
）

（
１
．０
５４
）

表
４
経
営
理
念
の
内
容
項
目

平
均
値（
策
定
時
期
別
）

１９
５０
年
代

１９
６０
年
代

１９
７０
年
代

１９
８０
年
代

１９
９０
年
代

２０
００
年
以
降

N
（
１５
）

（
１６
）

（
１０
）

（
１０
）

（
２３
）

（
４０
）

顧
客
満
足
の
向
上

４
．７
３

４
．６
３

４
．７
０

４
．８
９

４
．７
８

４
．６
５

（
０
．４
５８
）

（
０
．６
１９
）

（
０
．４
８３
）

（
０
．３
３３
）

（
０
．５
１８
）

（
０
．５
８０
）

社
会
と
の
共
生

４
．２
７

４
．５
０

４
．３
０

４
．３
３

４
．３
５

４
．６
５

（
０
．４
５８
）

（
０
．６
３２
）

（
０
．６
７５
）

（
０
．７
０７
）

（
０
．８
３２
）

（
０
．４
８３
）

従
業
員
の
尊
重

３
．９
３

４
．１
３

４
．６
０

４
．４
０

４
．４
３

４
．３
２

（
０
．７
０４
）

（
０
．８
８５
）

（
０
．５
１６
）

（
０
．８
４３
）

（
０
．７
８８
）

（
０
．７
３０
）

地
域
社
会
へ
の
貢
献

４
．０
０

４
．１
３

３
．９
０

３
．８
０

４
．１
７

４
．３
２

（
０
．７
５６
）

（
０
．７
１９
）

（
０
．８
７６
）

（
１
．３
９８
）

（
０
．９
８４
）

（
０
．７
３０
）

従
業
員
の
団
結
・
和

３
． ９
３

４
．１
３

４
．２
０

４
．２
２

４
．１
３

４
．０
２

（
０
．７
９９
）

（
０
．８
８５
）

（
０
．６
３２
）

（
０
．９
７２
）

（
０
．８
１５
）

（
１
．０
５０
）

経
済
的
利
益
の
追
求

３
．６
７

３
．８
８

３
．９
０

３
．３
３

３
．６
５

３
．７
８

（
０
．９
００
）

（
０
．７
１９
）

（
０
．７
３８
）

（
０
．７
０７
）

（
１
．０
１７
）

（
０
．８
５４
）

地
球
環
境
へ
の
配
慮

３
．２
７

３
．５
６

３
．５
５

３
．３
０

３
．３
９

４
．０
７

（
１
．２
２３
）

（
０
．６
２９
）

（
０
．７
０７
）

（
１
．０
５９
）

（
１
．２
７０
）

（
１
．０
２３
）

グ
ロ
ー
バ
ル

３
．６
７

３
．５
６

３
．３
０

３
．６
７

３
．４
８

３
．２
８

（
０
．９
７６
）

（
１
．２
０９
）

（
０
．９
４９
）

（
１
．０
００
）

（
１
．４
７３
）

（
１
．２
１３
）

株
主
満
足
の
向
上

２
．８
０

３
．１
３

２
．９
０

２
．２
２

３
．４
８

３
．３
８

（
１
．０
８２
）

（
１
．１
４７
）

（
０
．７
３８
）

（
０
．９
７２
）

（
１
．２
０１
）

（
１
．１
８４
）

国
家
へ
の
奉
仕

３
．４
７

３
．１
９

２
．６
０

３
．０
０

２
．８
３

３
．０
０

（
０
．９
１５
）

（
１
．０
４７
）

（
０
．９
６９
）

（
１
．２
２５
）

（
１
．１
５４
）

（
１
．１
４７
）

備
考
：
各
項
目
の
上
段
は
平
均
値
、下
段
は
標
準
偏
差
を
示
す
。
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な表現は、現代において重視していない傾向が伺える。

②大企業と中小企業との比較

表３の「大企業」と「中小企業」の欄の平均値をみてみると、中小企業で平均値４．０を

超えたものは、「顧客満足の向上」（４．５４）、「社会との共生」（４．２６）、「従業員の尊重」

（４．１３）、「経済的利益の追求」（４．０２）であった。一方、大企業で平均値４．０以上であった

ものは、「顧客満足の向上」（４．７６）、「社会との共生」（４．４９）、「従業員の尊重」（４．３５）、

「地域社会への貢献」（４．２７）、「従業員の団結・和」（４．１９）であった。両者の平均値の比

較において有意な差（p＜０．０５）が見られた内容項目は、「社会との共生」「経済的利益の

追求」「顧客満足の向上」「地域社会への貢献」であった。ここで興味深い点は、中小企業

において「経済的利益の追求」を重視し、一方で、大企業において「地域社会への貢献」

を重視していることである。

③製造業と非製造業との比較

表３の「製造業」「非製造業」の欄をみると、製造業・非製造業ともに、平均値４．０以上

であったものは、「顧客満足の向上」（製造業：４．７７、非製造業：４．５３）、「社会との共生」

（４．４６、４．３４）、「従業員の尊重」（４．３１、４．２１）、「地域社会への貢献」（４．０３、４．２７）、「従

業員の団結・和」（４．１６、４．００）であった。平均値による差の t検定の結果、「顧客満足の

向上」「地域社会への貢献」「グローバル」に有意な差（p＜０．０５）が見られた。「顧客満

足の向上」と「地域社会への貢献」は、共に、平均値４．０以上であるものの、製造業の方

が非製造業よりも「顧客満足の向上」を重視しており、一方で、「地域社会への貢献」は

非製造業のほうが重視している傾向があるといえる。また、「グローバル」においては、

共に、平均値４．０を下回っているが、製造業の方が非製造業よりも、重視している傾向が

あるといえる。

参考として、「食料品」「化学」「機械」「電機機器」「卸売業」「陸運・海運・空運」の６

業種の平均値および策定時期別（表４）の平均値を記載した。業種別では、いずれも、「顧

客満足の向上」「社会との共生」「従業員の尊重」が平均値４．０以上であった。特色として

は、「化学」が「グローバル」を重視しており、「陸運・海運・空運」が他業種と比較して、

「地域社会への貢献」を重視している。また、策定時期別（表４）でも、平均値４．０以上の

経営理念の内容項目は共通しているが、「２０００年以降」の「社会との共生」と「地球環境
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への配慮」に特色がみられる。各時期を通じて、「社会との共生」は、「顧客満足の向上」

に次ぐ理念として重視している傾向であったが、「２０００年代以降」では、「顧客満足の向

上」と並ぶ平均値を示した。また、「地球環境への配慮」は、「２０００年代以降」のみ平均値

４．０以上であった。このことから、経営理念で重視される項目は、時代の要請により変わ

るといえるであろう。

�経営理念の機能の平均値１４

経営理念の機能には、対外関係における指導原理としての「社会適応機能」、組織内に

対する指導原理である「企業内統合機能」、そして、経営目標、戦略、組織を規定し、経

営の実践面に対する「経営実践機能」がある。この３機能が、どの程度働いているかを①

未上場企業全体、②大企業・中小企業の比較、③製造業・非製造業の比較、の観点から分

析していく。

①未上場企業全体

表５の「全体」の平均値をみてみると、１４項目中７項目が平均値４．０以上であった。最

も高い平均値を示したのは「企業文化の良質化」（４．４３）であり、次に、「方向性の明確化」

（４．２６）、３番目に「経営戦略・方針の拠り所」（４．１６）であった。「企業文化の良質化」は

企業内統合機能、「方向性の明確化」は社会適応機能、そして、「経営戦略・方針の拠り所」

は経営実践機能の項目であり、それぞれの機能が上位を占めた。また、社会適応機能、経

営実践機能、企業内統合機能の３機能の中で、社会適応機能は４項目の内３項目（「方向

性の明確化」「社会的責任意識の向上」「存在意義の明確化」）が平均値４．０以上であり、他

の機能に比べてより働いているといえる。一方、「人事・評価制度への準拠」（３．５０）が１４

項目中１３番目であり、他の機能に比べて働いていない。さらに、企業内統合機能である「従

業員の統率・一体感の醸成」（３．９２）と「従業員のモラールの向上」（３．９０）も相対的に機

能していない。

②大企業と中小企業の比較

表５の「大企業」「中小企業」の欄をみると、まず、「大企業」（９項目）の方が「中小

１４ クロンバックの αは、０．８９７であった。このことから尺度については信頼性に足るものであると判断
する。
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表
５
経
営
理
念
の
機
能

平
均
値

全
体

大
企
業

中
小
企
業

製
造
業

非
製
造
業

食
料
品

化
学

機
械

電
機
機
器

卸
売
業

陸
運
他

N
（
１４
１
）

（
９５
）

（
４７
）

（
９４
）

（
４８
）

（
１３
）

（
１０
）

（
１８
）

（
１４
）

（
２７
）

（
１０
）

企
業
文
化
の
良
質
化

４
．４
３

４
．３
８

４
．２
１

４
．３
５

４
．２
７

４
．３
１

４
．２
０

４
．３
９

４
．５
４

４
．３
７

４
．０
０

（
０
．６
１５
）

（
０
．５
７０
）

（
０
．６
９０
）

（
０
．６
３７
）

（
０
．５
７４
）

（
０
．６
３０
）

（
０
．４
２２
）

（
０
．７
７８
）

（
０
．５
１９
）

（
０
．６
２９
）

（
０
．４
７１
）

方
向
性
の
明
確
化

４
．２
６

４
．３
７

４
．０
２

４
．３
１

４
．１
５

４
．３
１

４
．２
０

４
．４
４

４
．６
２

４
．１
９

４
．０
０

（
０
．７
２１
）

（
０
．６
５６
）

（
０
．７
９４
）

（
０
．７
０７
）

（
０
．７
４３
）

（
０
．６
３０
）

（
０
．６
３２
）

（
０
．７
７８
）

（
０
．５
０６
）

（
０
．６
８１
）

（
０
．９
４３
）

経
営
戦
略
・
方
針
の
拠
り
所

４
．１
６

４
．２
３

４
．０
０

４
．２
７

３
．９
４

４
．０
８

４
．３
０

４
．３
３

４
．５
４

３
．９
６

３
．９
０

（
０
．７
２０
）

（
０
．７
６８
）

（
０
．５
９０
）

（
０
．５
９２
）

（
０
．８
８５
）

（
０
．６
４１
）

（
０
．４
８３
）

（
０
．４
８５
）

（
０
．６
６０
）

（
０
．９
８０
）

（
０
．５
６８
）

社
会
的
責
任
意
識
の
向
上

４
．１
１

４
．１
７

３
．９
８

４
．１
４

４
．０
４

４
．２
３

４
．１
０

４
．０
０

４
．３
１

３
．９
６

４
．１
０

（
０
．７
６５
）

（
０
．７
７１
）

（
０
．７
４５
）

（
０
．７
２０
）

（
０
．８
４９
）

（
０
．７
２５
）

（
０
．５
６８
）

（
０
．６
８６
）

（
０
．７
５１
）

（
１
．０
１８
）

（
０
．５
６８
）

従
業
員
の
行
動
規
範

４
．０
９

４
．２
１

３
．８
３

４
．０
９

４
．０
８

４
．０
０

４
．１
０

４
．１
７

４
．２
３

４
．０
７

４
．１
０

（
０
．７
０２
）

（
０
．６
５４
）

（
０
．７
３２
）

（
０
．６
３７
）

（
０
．８
２１
）

（
０
．５
７７
）

（
０
．３
１６
）

（
０
．７
８６
）

（
０
．５
９９
）

（
０
．７
８１
）

（
０
．５
６８
）

存
在
意
義
の
明
確
化

４
．０
４

４
．１
６

３
．８
１

４
．１
２

３
．９
０

４
．２
３

４
．２
０

４
．０
６

４
．３
１

３
．９
３

３
．７
０

（
０
．８
３６
）

（
０
．８
２０
）

（
０
．８
２５
）

（
０
．７
６４
）

（
０
．９
５１
）

（
０
．７
２５
）

（
０
．６
３２
）

（
０
．６
３９
）

（
０
．４
８０
）

（
１
．０
３５
）

（
０
．８
２３
）

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
と
の
関
係

４
．０
３

４
．０
７

３
．９
４

４
．０
５

３
．９
８

３
．９
２

３
．９
０

３
．９
４

４
．２
３

４
．０
０

３
．８
０

（
０
．７
３６
）

（
０
．７
７９
）

（
０
．６
３９
）

（
０
．６
８２
）

（
０
．８
３８
）

（
０
．７
６０
）

（
０
．７
３８
）

（
０
．８
０２
）

（
０
．７
２５
）

（
０
．９
６１
）

（
０
．６
３２
）

経
営
管
理
の
拠
り
所

３
．９
６

４
．０
３

３
．８
３

３
．９
８

３
．９
４

３
．７
７

４
．１
０

４
．０
６

４
．１
５

３
．８
９

３
．８
０

（
０
．７
３１
）

（
０
．７
６８
）

（
０
．６
３７
）

（
０
．７
２２
）

（
０
．７
５５
）

（
０
．４
３９
）

（
０
．５
６８
）

（
０
．９
３８
）

（
０
．８
０１
）

（
０
．８
４７
）

（
０
．６
３２
）

従
業
員
の
統
率
・
一
体
感
の
醸
成

３
．９
２

４
．０
０

３
．７
７

３
．９
５

３
．８
７

３
．９
２

３
．９
０

４
．０
０

４
．０
８

３
．８
９

３
．９
０

（
０
．７
５７
）

（
０
．７
６２
）

（
０
．７
２９
）

（
０
．６
９７
）

（
０
．８
６６
）

（
０
．４
９４
）

（
０
．５
６８
）

（
０
．９
０７
）

（
０
．７
６０
）

（
１
．０
１３
）

（
０
．５
６８
）

意
思
決
定
の
基
準

３
．９
１

３
．９
５

３
．８
３

４
．０
２

３
．６
９

３
．６
２

３
．９
０

４
．１
１

４
．３
８

３
．７
０

３
．５
０

（
０
．７
９２
）

（
０
．８
７２
）

（
０
．６
０１
）

（
０
．６
７５
）

（
０
．９
４９
）

（
０
．６
５０
）

（
０
．７
３８
）

（
０
．８
３２
）

（
０
．５
０６
）

（
１
．０
６８
）

（
０
．８
５０
）

従
業
員
の
モ
ラ
ー
ル
の
向
上

３
．９
０

３
．９
７

３
．７
７

３
．９
５

３
．８
１

３
．８
５

３
．９
０

３
．９
４

４
．２
３

３
．８
９

３
．７
０

（
０
．７
７７
）

（
０
．７
８２
）

（
０
．７
５８
）

（
０
．７
１３
）

（
０
．８
９１
）

（
０
．５
５５
）

（
０
．５
６８
）

（
０
．８
７３
）

（
０
．５
９９
）

（
１
．０
１３
）

（
０
．６
７５
）

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
意
識
の
向
上

３
．６
９

３
．７
７

３
．５
２

３
．７
２

３
．６
４

３
．７
７

３
．９
０

３
．４
４

４
．０
８

３
．７
７

３
．４
０

（
０
．８
９２
）

（
０
．８
８６
）

（
０
．８
８８
）

（
０
．９
０６
）

（
０
．８
７０
）

（
０
．８
３２
）

（
０
．７
３８
）

（
０
．９
８４
）

（
１
．０
３８
）

（
０
．９
９２
）

（
０
．６
９９
）

人
事
・
評
価
制
度
へ
の
準
拠

３
．５
０

３
．５
５

３
．４
０

３
．５
６

３
．４
０

３
．４
６

３
．９
０

３
．６
１

３
．６
９

３
．４
１

３
．３
０

（
０
．８
１６
）

（
０
．８
８７
）

（
０
．６
４８
）

（
０
．７
４４
）

（
０
．９
３９
）

（
０
．６
６０
）

（
０
．７
３８
）

（
１
．０
９２
）

（
０
．６
３０
）

（
１
．０
３８
）

（
０
．６
７５
）

建
て
前

１
．７
９

１
．７
０

１
．９
６

１
．８
１

１
．７
５

２
．０
０

１
．８
０

１
．８
３

１
．３
８

１
．７
８

１
．９
０

（
０
．８
００
）

（
０
．８
４０
）

（
０
．６
９０
）

（
０
．７
７０
）

（
０
．８
６３
）

（
０
．８
１６
）

（
０
．４
２２
）

（
１
．０
４３
）

（
０
．５
０６
）

（
１
．０
１３
）

（
０
．５
６８
）

備
考
：
各
項
目
の
上
段
は
平
均
値
、下
段
は
標
準
偏
差
を
示
す
。

17続）現代日本企業の経営理念



企業」（３項目）よりも相対的に経営理念の機能が働いている。大企業と中小企業との間

に有意な差（p＜０．０５）がみられたものは、「存在意義の明確化」「方向性の明確化」「経

営戦略・方針の拠り所」「従業員の行動規範」、そして、「従業員の統率・一体感の醸成」で

あった。

③製造業と非製造業の比較

表５の「製造業」「非製造業」の欄をみると、「製造業」（８項目）の方が「非製造業」（４

項目）よりも相対的に経営理念の機能が働いている。両者の間に有意な差（p＜０．０５）が

みられたものは、「経営戦略・方針の拠り所」と「意思決定の基準」であった。これらは、

経営実践機能に相当するものである。製造業の方が、非製造業よりも、経営戦略や経営方

針との関係、そして、重要な意思決定の際に経営理念が機能しているといえる。

参考として、「食料品」「化学」「機械」「電機機器」「卸売業」「陸運・海運・空運」の平

均値を表５に追記した。これをみると、経営理念が機能している業種は、「電機機器」が

最も働いており、次に、「機械」となる。業種によっても、経営理念の機能に違いが見ら

れた。

�経営理念の浸透手段の平均値１５と経営理念の機能との関係

表６は、経営理念の浸透手段の平均値を集計したものである。表からもわかるように、

未上場企業全体では「わかりやすく明文化」（４．３２）、「新入社員教育」（４．０６）、「経営者の

企業文化づくりの積極性」（４．０５）の３項目のみが平均値４．０を超えたのみであり、決して、

積極的に、理念浸透活動が行われているとはいえない。大企業でも同様の項目が平均値を

超えたが一方、中小企業では、「わかりやすく明文化」（４．１３）のみであった。同様に、製

造業と非製造業をみても、類似した結果を示した。すなわち、製造業において平均値４．０

以上であったものは、「わかりやすく明文化」（４．３９）、「新入社員教育」（４．１４）、「経営者

の企業文化づくりの積極性」（４．１２）であり、非製造業では、「わかりやすく明文化」

（４．１９）のみ超えた。

参考として、「食料品」「化学」「機械」「電機機器」「卸売業」「陸運・海運・空運」の平

均値を表６に追記した。これをみると「電機機器」が他の業種に比べて平均値４．０を超え

１５ クロンバックの α は、０．９１７であった。このことから、尺度の信頼性は足るものであると判断する。
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表
６
経
営
理
念
の
浸
透
手
段

平
均
値

全
体

大
企
業

中
小
企
業

製
造
業

非
製
造
業

食
料
品

化
学

機
械

電
機
機
器

卸
売
業

陸
運
他

N
（
１４
２
）

（
９５
）

（
４７
）

（
９４
）

（
４８
）

（
１３
）

（
１０
）

（
１８
）

（
１４
）

（
２７
）

（
１０
）

わ
か
り
や
す
く
明
文
化

４
．３
２

４
．４
２

４
．１
３

４
．３
９

４
．１
９

４
．４
６

４
．２
０

４
．４
４

４
．５
７

４
．３
０

３
．７
０

（
０
．８
５５
）

（
０
．８
０７
）

（
０
．９
２４
）

（
０
．７
０７
）

（
１
．０
８５
）

（
０
．５
１９
）

（
０
．６
３２
）

（
０
．７
８４
）

（
０
．５
１４
）

（
１
．１
０３
）

（
１
．１
６０
）

新
入
社
員
教
育

４
．０
６

４
．２
１

３
．７
６

４
．１
４

３
．９
２

４
．０
８

４
．２
０

４
．１
１

４
．４
３

４
．１
１

３
．４
０

（
０
．９
３５
）

（
０
．９
２１
）

（
０
．８
９９
）

（
０
．８
４２
）

（
１
．０
８８
）

（
０
．６
４１
）

（
０
．６
３２
）

（
０
．９
６３
）

（
０
．６
４６
）

（
１
．０
８６
）

（
０
．９
６６
）

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

４
．０
５

４
．１
２

３
．９
１

４
．１
２

３
．９
１

３
．８
５

４
．４
０

４
．３
３

４
．４
３

４
．０
０

３
．７
８

（
０
．７
９０
）

（
０
．８
２３
）

（
０
．７
０１
）

（
０
．７
５０
）

（
０
．８
５５
）

（
０
．５
５５
）

（
０
．５
１６
）

（
０
．５
９４
）

（
０
．６
４６
）

（
１
．０
００
）

（
０
．４
４１
）

年
頭
挨
拶
等
に
よ
る
理
念
の
紹
介

３
．７
３

３
．８
６

３
．４
６

３
．７
３

３
．７
３

３
．６
９

３
．７
０

３
．８
９

４
．２
９

３
．７
４

３
．７
０

（
１
．０
２０
）

（
１
．０
２７
）

（
０
．９
５９
）

（
０
．９
８０
）

（
１
．１
０６
）

（
１
．０
３２
）

（
１
．０
５９
）

（
０
．７
５８
）

（
０
．７
２６
）

（
１
．１
９６
）

（
０
．９
４９
）

経
営
者
の
直
接
指
導

３
．６
９

３
．７
０

３
．６
７

３
．７
１

３
．６
７

３
．６
２

３
．９
０

３
．６
１

３
．７
１

３
．８
９

３
．４
０

（
０
．９
２１
）

（
０
．９
２６
）

（
０
．９
２０
）

（
０
．８
９６
）

（
０
．９
７５
）

（
０
．９
６１
）

（
０
．７
３８
）

（
１
．０
９２
）

（
０
．９
１４
）

（
０
．９
３４
）

（
０
．８
４３
）

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・
カ
ー
ド
の
配
布

３
．５
７

３
．７
７

３
．１
７

３
．５
６

３
．５
８

３
．６
２

３
．５
０

３
．２
８

４
．１
４

３
．７
８

２
．８
０

（
１
．３
１８
）

（
１
．３
０８
）

（
１
．２
５７
）

（
１
．３
４１
）

（
１
．２
８５
）

（
１
．３
２５
）

（
１
．０
８０
）

（
１
．４
８７
）

（
１
．０
９９
）

（
１
．２
５１
）

（
１
．１
３５
）

組
織
体
制
・
社
内
制
度
の
前
提

３
．５
２

３
．６
０

３
．３
７

３
．６
１

３
．３
５

３
．４
６

３
．７
０

３
．６
１

４
．０
０

３
．３
３

３
．０
０

（
０
．８
７５
）

（
０
．９
１６
）

（
０
．７
７１
）

（
０
．８
４７
）

（
０
．９
１１
）

（
０
．６
６０
）

（
０
．６
７５
）

（
０
．９
７９
）

（
０
．７
８４
）

（
０
．９
２０
）

（
０
．８
１６
）

日
常
業
務
で
の
理
念
教
育

３
．５
０

３
．５
２

３
．４
６

３
．５
４

３
．４
２

３
．５
４

４
．０
０

３
．６
７

３
．７
１

３
．３
７

３
．３
０

（
０
．９
６８
）

（
１
．０
４０
）

（
０
．８
０８
）

（
０
．９
３９
）

（
１
．０
２８
）

（
０
．７
７６
）

（
０
．６
６７
）

（
０
．７
６７
）

（
１
．２
０４
）

（
１
．１
４９
）

（
０
．８
２３
）

社
内
報
に
よ
る
理
念
の
啓
蒙
活

３
．４
２

３
．５
２

３
．２
２

３
．４
６

３
．３
３

３
．５
４

３
．７
０

３
．３
９

３
．７
１

３
．２
６

３
．６
０

（
１
．０
６３
）

（
１
．１
１０
）

（
０
．９
４１
）

（
１
．０
２７
）

（
１
．１
３６
）

（
０
．６
６０
）

（
１
．０
５９
）

（
０
．９
１６
）

（
１
．１
３９
）

（
１
．１
３０
）

（
０
．６
９９
）

幹
部
リ
ー
ダ
ー
の
採
用
・
昇
進
等
の
決
定

３
．３
５

３
．４
２

３
．２
２

３
．３
５

３
．３
５

２
．９
２

３
．４
０

３
．５
０

３
．５
７

３
．４
４

３
．３
０

（
０
．９
０３
）

（
０
．９
５２
）

（
０
．７
８６
）

（
０
．８
８０
）

（
０
．９
５６
）

（
０
．４
９４
）

（
１
．０
７５
）

（
０
．９
２４
）

（
１
．１
５８
）

（
１
．１
２１
）

（
０
．４
８３
）

部
門
・
職
場
で
の
理
念
に
基
づ
く
規
範
づ
く
り

３
．３
０

３
．３
３

３
．２
４

３
．３
３

３
．２
３

３
．４
６

３
．５
０

３
．１
１

３
．６
４

３
．０
７

３
．２
０

（
０
．８
９２
）

（
０
．８
６８
）

（
０
．９
４７
）

（
０
．８
３８
）

（
０
．９
９４
）

（
０
．５
１９
）

（
０
．５
２７
）

（
０
．９
６３
）

（
１
．０
０８
）

（
１
．１
０７
）

（
０
．９
１９
）

管
理
職
・
一
般
職
へ
の
理
念
教
育

３
．２
１

３
．２
６

３
．１
１

３
．２
５

３
．１
５

２
．９
２

３
．９
０

３
．１
７

３
．７
９

３
．０
７

３
．２
０

（
１
．０
６８
）

（
１
．１
２２
）

（
０
．９
４８
）

（
１
．０
６０
）

（
１
．０
９１
）

（
０
．９
５４
）

（
０
．７
３８
）

（
１
．２
００
）

（
０
．９
７５
）

（
１
．１
４１
）

（
０
．９
１９
）

理
念
を
共
有
す
る
た
め
の
イ
ベ
ン
ト
・
発
表
会
等

３
．０
２

３
．０
８

２
．８
９

３
．０
６

２
．９
４

２
．９
２

３
．２
０

３
．３
９

３
．２
１

３
．１
１

２
．５
０

（
１
．１
３３
）

（
１
．１
９１
）

（
１
．０
０５
）

（
１
．１
３４
）

（
１
．１
３７
）

（
０
．９
５４
）

（
１
．０
３３
）

（
０
．９
７９
）

（
１
．４
７７
）

（
１
．１
２１
）

（
０
．８
５０
）

理
念
を
体
現
し
た
人
・
出
来
事
の
エ
ピ
ソ
ー
ド

２
．９
３

３
．０
１

２
．７
６

２
．８
５

３
．０
８

２
．６
９

３
．０
０

３
．１
７

３
．１
４

３
．０
７

２
．９
０

（
０
．９
１５
）

（
０
．９
６２
）

（
０
．７
９４
）

（
０
．８
９６
）

（
０
．９
４２
）

（
０
．７
５１
）

（
０
．６
６７
）

（
０
．９
２４
）

（
１
．２
９２
）

（
０
．９
９７
）

（
０
．７
３８
）

理
念
の
唱
和
活
動

２
．８
５

２
．９
３

２
．７
０

２
．８
５

２
．８
５

３
．６
９

２
．９
０

２
．４
４

３
．５
０

３
．０
４

２
．８
０

（
１
．４
９７
）

（
１
．５
５４
）

（
１
．３
８２
）

（
１
．５
０２
）

（
１
．５
０３
）

（
１
．０
３２
）

（
１
．６
６３
）

（
１
．４
６４
）

（
１
．４
０１
）

（
１
．５
８７
）

（
１
．６
１９
）

備
考
：
各
項
目
の
上
段
は
平
均
値
、
下
段
は
標
準
偏
差
を
示
す
。
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た機能の項目が多く、一方で、「陸運・海運・空運」では、どれも平均値４．０を超えなかっ

た。

次に、経営理念の機能と浸透手段との関係をみてみよう。経営理念の機能（「社会適応

機能変数」「企業内統合機能変数」「経営実践機能変数」）を被説明変数、理念浸透手段を

説明変数とした重回帰分析（ステップワイズ法）を行った１６。その結果が、表７（全体）、

表８（大企業と中小企業）、表９（製造業と非製造業）である。表７（全体）をみると、

社会適応機能と企業内統合機能ともに影響をもつ浸透手段は「経営者の企業文化づくりの

積極性」（β 値：社会適応機能（０．２７３）、企業内統合機能（０．３９６））であり、共通する浸

透手段が抽出されている。一方で、経営実践機能において影響を持つ浸透手段は、「組織

体制・社内制度の前提」（０．２６３）であった。表８（大企業と中小企業）を次にみると、大

企業では、３機能に共通して影響を与える浸透手段は、「部門・職場での理念に基づく規

範づくり」（β 値：社会適応機能（０．２７２）、企業内統合機能（０．２９２）、経営実践機能

（０．３８５））であった。また、「経営者の企業文化づくりの積極性」は、社会適応機能（０．２６４）

と企業内統合機能（０．３６５）に影響力のある浸透手段であり、「幹部リーダーの採用・昇進

等の決定」（０．２３９）は、経営実践機能のみに関係する浸透手段であったことは興味深い。

中小企業についてみると、「経営者の企業文化づくりの積極性」が、社会適応機能（０．３６６）

と企業内統合機能（０．４０４）に共通して影響を与える浸透手段であった。経営実践機能に

おいては、「経営者の直接指導」（０．４１９）のみが影響のある浸透手段であった。このこと

から、大企業と中小企業では、経営理念の機能に影響力のある浸透手段が異なり、また、

各機能においても浸透手段がさまざまであることが明らかとなった。

大企業と中小企業との比較と同様に、製造業と非製造業とにはどのような違いが見られ

たであろうか（表９）。製造業における社会適応機能と企業内統合機能では、「経営者の企

業文化づくりの積極性」が共通して影響力のある浸透手段であった（社会適応機能

（０．３００）、企業内統合機能（０．２７８））。経営実践機能に影響力のある浸透手段は、「理念を

体現した人・出来事のエピソード」（０．２７８）であった。一方、非製造業では、「経営者の

企業文化づくりの積極性」は、３機能すべてに影響力をもつ浸透手段であった（社会適応

機能（０．４９７）、企業内統合機能（０．５８２）、経営実践機能（０．３８４））。そして、「年頭挨拶等

１６ ステップワイズ法の基準は、投入する自由度（F）の確率≦０．０５、除去する自由度（F）の確率≧０．１とし
た。
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表
７
経
営
理
念
の
機
能
と
浸
透
手
段
と
の
関
係
（
全
体
）

浸
透
手
段

β
値

A
dj
―R
２

社
会
適
応
機
能

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．２
７３
＊
＊

０
．３
９１

部
門
・
職
場
で
の
理
念
に
基
づ
く
規
範
づ
く
り
０
．２
１２
＊
＊

わ
か
り
や
す
く
明
文
化

０
．２
４４
＊
＊

理
念
を
体
現
し
た
人
・
出
来
事
の
エ
ピ
ソ
ー
ド

０
．１
６３
＊

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．３
９６
＊
＊

企
業
内
統
合
機
能
理
念
を
体
現
し
た
人
・
出
来
事
の
エ
ピ
ソ
ー
ド
０
．２
３２
＊
＊

０
．３
５０

わ
か
り
や
す
く
明
文
化

０
．１
７９
＊

経
営
実
践
機
能

組
織
体
制
・
社
内
制
度
の
前
提

０
．２
６３
＊
＊

０
．１
８６

部
門
・
職
場
で
の
理
念
に
基
づ
く
規
範
づ
く
り

０
．２
３６
＊

注
）「
＊
＊
」
は
、
１
％
水
準
で
有
意
、「
＊
」
は
、
５
％
水
準
で
有
意
、
を
示
す

表
８
経
営
理
念
の
機
能
と
浸
透
手
段
と
の
関
係
（「
大
企
業
」
と
「
中
小
企
業
」
と
の
比
較
」）

大
企
業

中
小
企
業

浸
透
手
段

β
値

A
dj
―R
２

浸
透
手
段

β
値

A
dj
―R
２

部
門
・
職
場
で
の
理
念
に
基
づ
く
規
範
づ
く
り

０
．２
７２
＊

わ
か
り
や
す
く
明
文
化

０
．５
０９
＊
＊

社
会
適
応
機
能

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．２
６４
＊
＊

０
．３
５０

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．３
６６
＊
＊

０
．５
１８

理
念
を
体
現
し
た
人
・
出
来
事
の
エ
ピ
ソ
ー
ド

０
．２
２１
＊

企
業
内
統
合
機
能
経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．３
６５
＊
＊

０
．２
９６

新
入
社
員
研
修

０
．４
６０
＊
＊

０
．５
５４

部
門
・
職
場
で
の
理
念
に
基
づ
く
規
範
づ
く
り

０
．２
９２
＊
＊

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．４
０４
＊
＊

経
営
実
践
機
能

部
門
・
職
場
で
の
理
念
に
基
づ
く
規
範
づ
く
り

０
．３
８５
＊
＊

０
．２
７１

経
営
者
の
直
接
指
導

０
．４
１９
＊
＊

０
．１
５７

幹
部
リ
ー
ダ
ー
の
採
用
・
昇
進
等
の
決
定

０
．２
３９
＊

注
）「
＊
＊
」
は
、
１
％
水
準
で
有
意
、「
＊
」
は
、
５
％
水
準
で
有
意
、
を
示
す

表
９
経
営
理
念
の
機
能
と
浸
透
手
段
と
の
関
係（
「
製
造
業
」と
「
非
製
造
業
」と
の
比
較
」）

製
造
業

非
製
造
業

浸
透
手
段

β
値

A
dj
―R
２

浸
透
手
段

β
値

A
dj
―R
２

部
門
・
職
場
で
の
理
念
に
基
づ
く
規
範
づ
く
り
０
．３
１７
＊
＊

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．４
９７
＊
＊

社
会
適
応
機
能

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．３
００
＊
＊

０
．２
３１

わ
か
り
や
す
く
明
文
化

０
．２
８３
＊
＊

０
．６
０９

年
頭
挨
拶
等
に
よ
る
理
念
の
紹
介

０
．２
３４
＊

企
業
内
統
合
機
能
新
入
社
員
研
修

０
．３
０１
＊
＊

０
．２
２７

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．５
８２
＊
＊

０
．６
８５

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．２
７８
＊
＊

年
頭
挨
拶
等
に
よ
る
理
念
の
紹
介

０
．３
５９
＊
＊

経
営
実
践
機
能

０
．０
６７

組
織
体
制
・
社
内
制
度
の
前
提

０
．３
８５
＊
＊

理
念
を
体
現
し
た
人
・
出
来
事
の
エ
ピ
ソ
ー
ド
０
．２
７８
＊
＊

経
営
者
の
企
業
文
化
づ
く
り
の
積
極
性

０
．３
８４
＊
＊

０
．６
４０

社
内
報
等
に
よ
る
啓
蒙
活
動

０
．２
７６
＊
＊

注
）「
＊
＊
」
は
、
１
％
水
準
で
有
意
、「
＊
」
は
、
５
％
水
準
で
有
意
、
を
示
す
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による理念の紹介」は、社会適応機能（０．２３４）と企業内統合機能（０．３５９）に共通してい

る浸透手段であり、「組織体制・社内制度の前提」（０．３８５）と「社内報等による啓蒙活動」

（０．２７６）は、経営実践機能のみにみられる浸透手段であった。

Ⅴ 考察

本節では、以上の分析から得られた結果について考察を加えたい。

第１に、本研究においても、先行研究と同様、経営理念の内容項目・機能において企業

規模・業種による経営理念の特色がみられた。

経営理念の内容項目として、なぜ、中小企業が「経済的利益」を重視し、大企業が「地

域社会への貢献」を重視するのか。一つの解釈として、大企業の方が概して、中小企業よ

りも地域社会へ強い影響力を有しているため、企業行動上も地域社会や、より広いステー

クホルダーとの良好な関係を求められ、それが経営理念に反映されている、ということが

考えられる。また、経営基盤が相対的に弱い中小企業では「経済的利益」が理念として重

視されるといえるであろう。

他方、少しうがった見方をすれば、中小企業では「経済的利益」を前面に出すことがで

きるが、大企業は社会的注視度が高いゆえに、それを陽表的に謳うのを憚られ、「地域社

会への貢献」を重視するスタンスをとらざるを得ない、といえるであろう。これは必ずし

も、中小企業では「ホンネ」が、大企業では「タテマエ」が重視されるという意味ではな

い。経営理念には、外部に対して当該企業のアイデンティティやイメージを訴求する役割

と、企業内部の統合を図る指導原理という役割があるが、大企業では前者の役割が、中小

企業では後者の役割が重視されるということである。

山城（１９７２）は、かつて、経営理念を「保守的理念」と「進歩的理念」に類型化した。

「保守的理念」は、一元的に経済的側面のみを捉えるものであり、「進歩的理念」とは、経

済的側面のみならず社会的側面も捉えるといった多元性に特徴をもつ。本稿での観察結果

は、山城の類型と平仄があうもので、中小企業の段階では「保守的理念」の傾向が強く、

大企業へと移行するにつれ「進歩的理念」へ変貌していくと考えることができよう。

機能面では、大企業の方が中小企業に比べて、働いていることが明らかとなった。経営

理念の機能には、対外関係における指導原理としての社会適応機能、組織内に対する指導
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原理としての企業内統合機能、経営目標、戦略、組織を規定し経営の実践面に対する経営

実践機能がある。大企業の場合、社会やステークホルダーに対する影響力が増大するため、

自社の存在意義は何か、という形で社会との関係をより一層、鮮明にしなければならず、

同時に、社会的責任意識も高く持ち合わせなければならないであろう。加えて、成員統合

の観点から、従業員の統率（行動規範）や一体感の醸成が必要となってくる。さらに、戦

略経営やコンプライアンスの必要性から、経営理念を拠り所とする経営姿勢が求められ

る。こうしたことから、大企業であるほど、経営理念の機能が発揮しているのではないか

と考えられる。このことから、経営理念の機能についても、企業規模による差異があると

いえるであろう。

業種（製造業と非製造業）別比較では、理念の内容項目では、とくに大きな違いが見ら

れなかったが、経営理念の機能では、製造業の方が非製造業よりも働いており、「電機機

器」が他の業種に比べて働いていた。つまり、業種に関しては、重視される理念には共通

性があるが、経営理念の機能については差異があるといえるであろう。

第２に、経営理念を意義ある存在にするためには、経営理念の機能を発揮させる経営行

動が必要である。これは、筆者の一貫した主張である。経営理念研究では、解釈的側面が

多くなされてきたが、その機能的側面を中心にした研究は少ないように思われる。経営理

念を抽象的・形而上的に捉えるばかりでなく、実践的・形而下的観点として捉えることも

必要である。本研究では、その実践的・形而下的観点を機能的側面に求め、経営理念の機

能を中心に据えながら、それと浸透手段との間にどのような関係があるかという視点で分

析を試みた。結果として、まず、未上場企業全体でみると、社会適応機能と企業内統合機

能に強く影響を与える浸透手段は、「経営者の企業文化づくりの積極性」であった。一方、

経営実践機能では、「組織体制や社内制度の前提」が強く影響を与えていた。経営理念と

企業文化（組織文化）との関係は組織文化論などで多く指摘されてきたが（梅澤，１９９４、

伊丹・加護野，２００３、など）、規範的側面である両機能が働くためには、やはり、企業文

化（組織文化）との関係を意識することが大切であるといえよう。また、組織体制や社内

制度との関係を持たせることにより、経営実践機能は働くということが本分析で明らかと

なった。

次に、大企業と中小企業の比較についてみると、大企業では、「部門・職場での理念に

基づく規範づくり」が各機能ともに影響を与えていた。大企業では、経営者の企業文化づ

くりの積極性とともに、従業員による経営理念への関与も重要性を持つといえるであろ
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う。梅澤（１９９４）は、従業員の「経営理念の自分化」の重要性を指摘した。経営理念を自

らのものするためには、受動的な姿勢ではなく能動的な姿勢で経営理念と関る必要があ

る。そうした従業員の経営理念に対する姿勢・関与があるほど、経営理念は機能するので

ある。また、中小企業において特徴的なのは、経営実践機能において、「経営者の直接指

導」が強い影響を与えていた点である。先行研究のレビューにおいて、経営者による従業

員とのコミュニケーションの必要性を指摘したが、この「経営者の直接指導」はまさにそ

れに相当する浸透手段である。『中小企業白書 ２００９年』の報告している中小企業の経営

者と従業員との活発なコミュニケーションの実態１７から、経営者が直接、従業員に戦略や

目標の指導・説明・教化を行っている姿が想起される１８。ある意味、これは、中小企業な

らではの強みであるといえるかもしれない１９。

筆者は、拙稿（２０１０）にて、上場企業の経営理念の実態についての分析を行った。上場

企業と未上場企業の経営理念の実態を比較してみると、経営理念の内容項目において、未

上場企業で最も高い平均値であったのは、「顧客満足の向上」であったが、上場企業の場

合では、「社会との共生」が最も高い平均値であった２０。この違いからいえることは、上

場企業の方が、より社会を意識する姿勢が求められているといえるであろう。また、「株

主満足の向上」については、上場企業の場合、平均値４．０以上であったが、未上場企業で

は、平均値４．０以下であった２１。このことは株式の上場有無による違いを表しているもの

といえよう。次に、機能面では、未上場企業の場合、「企業文化の良質化」が最も平均値

が高く、二番目に、「方向性の明確化」であった。上場企業の場合では、「方向性の明確化」

１７『中小企業白書２００９年版』では、次のような考察をしている。経営者と従業員との間のコミュニケー
ション上の問題点は、中小企業（従業員数３００人以下）では、「特に問題はない」の割合が高い一方で、
大企業（従業員数３０１人以上）では、「従業員数が多いため、経営者が個々の従業員と活発なコミュニケー
ションを行うことが困難」の比率が高い。また、経営者と従業員のコミュニケーションを活発に行う取
組として、中小企業では、「個々の従業員が社長等の経営トップと直接面談する機会を設けている」の割
合が高く、大企業では「社内報、社内メール、社内イントラネット等で経営者が経営方針等を説明して
いる」や「従業員からの提案制度を導入している」など情報システムや仕組みなどによる比率が高い。
つまり、中小企業では、顔の見えるかたちで経営者と従業員とが意思疎通を行える環境にあるのである。

１８ 加護野・野中他（１９８３）は、経営理念を根付かせる方法として、日本企業の場合、創業者や経営者が
講話や対話により従業員へ理念を教化していくことを指摘している。

１９『中小企業白書 ２００９年』では、中小企業の強みとして、「経営者と社員、部門間の一体感・連帯感」を
指摘している。

２０ 「顧客満足の向上」において、平均値による有意な差は見られなかったが、「社会との共生」において、
有意な差（p＜０．０５）が見られた。

２１「株主満足の向上」では、平均値による有意な差（p＜０．０５）が見られた。
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が最も高く、「企業文化の良質化」が続いた。それぞれ平均値の順位は反対ではあるが、

共に、働いている機能であるといえる２２。特徴的な違いは、「ステークホルダー意識の向

上」が未上場企業の場合、平均値４．０以下であったのに対し、上場企業の場合では、平均

値４．０以上であった。このことから、上場企業の方が未上場企業に比べ、よりステークホ

ルダーを意識する姿勢を持っているといえるであろう２３。浸透活動においては、上場企業

においても積極的に行われていない結果であった。この実態から、上場・未上場に関らず、

経営理念の浸透活動は、一つの経営課題であるといえるかもしれない。

「経営理念の普遍性」という観点からまとめてみると、山城が提起した経営体の違いに

よって、経営理念は「共通なものをもちつつ、しかも特色を発揮するもの」であるといえ

よう。上場企業と未上場企業、そして、企業規模（大企業・中小企業）の違いが、経営理

念の内容項目、機能に特色をもたらすのである。

最後に本研究における限界を述べる。本稿では、未上場企業への経営理念の実態に関す

るアンケート調査を素材にして、その実態を明らかにすることを目的にしてきた。今回の

調査はサンプル数が少なく、これでもって未上場企業における経営理念の全体像を明らか

にできたとはいい難い。しかし、これまであまりこの領域への研究が施されてこなかった

ことを踏まえると、理念研究上、一つの貢献ができたのではないかと思われる。今後も定

期的に未上場企業に対する定量的調査を継続するとともに、インタビュー調査も並行して

行い、多面的に未上場企業の経営理念の実態を明らかにしていきたい。

２２「企業文化の良質化」では、平均値による有意な差がみられなかったが、「方向性の明確化」では有意
な差（p＜０．０５）が見られた。

２３「ステークホルダー意識の向上」では、平均値による有意な差（p＜０．０５）が見られた。
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